



































































組織フィールドという考え方である（DiMaggio & Powell, 1983）。組織フィールドとは、全
体として制度的生活における認識領域を形成する諸組織であり、重要なサプライヤー、資源
及び製品の消費者、規制機関、さらには自組織と類似したサービス・製品を産出する他組織

























らの影響力に対し受動的であることが前提とされている（Meyer & Rowan, 1977, DiMaggio 





























かつ潜在的に相矛盾する同形化プルの影響を受けることになる（Ghoshal & Westney, 1993, 





いてグローバル統合とローカル適応の問題を説明した（Rosenzweig & Singh, 1991）。この
理論的根拠は組織間での資源交換はより依存度の高い組織への同形化プルを生み出すという

























本国制度 (組織フィールド ) 現地制度 (組織フィールド )
組織 (海外子会社 )
個人 (従業員 )

































































　回答者は筆者の海外駐在期間中（対象期間は 1991 年～ 2013 年）に関わった 41 名で、内
訳は当時、全員が日系海外子会社の勤務者である。子会社の合計は 26 社（うち製造業が 22
社、サービス業が 4 社）、本社合計は 13 社（製造業 9 社、サービス業 4 社）となった。同
じ子会社に属する回答者は 6 社 21 名、残りの 20 名は異なる子会社に属する。海外子会社












響力の強さを問うものであるが、平均値がそれぞれ 4.1 と 3.7 となった。やや本社の影響力
の方が強いという結果である。中央値もそれぞれ 5.0 と 3.0 となっており同じ傾向を示して
いる。製品（サービス含む）については平均値、中央値とも製品 1（本社の影響力の強さ）











変数名 有効 N 平均値 中央値 標準偏差 分散
経営方針 1 41 4.1 5.0 1.87 3.50
経営方針 2 41 3.7 3.0 1.86 3.48
製品 1 41 5.1 5.0 1.79 3.20
製品 2 41 2.7 2.0 1.79 3.19
管理手法 1 41 3.8 4.0 1.57 2.46
管理手法 2 41 4.3 4.0 1.60 2.57
組織文化 1 41 4.0 4.0 1.68 2.82












ては付表 3 を参照）。MGR は 13 名で構成される。職位構成は 10 名が MGR、3 名が TOP
である。所属海外子会社の構成は 2 社にそれぞれ 3 名、他の 7 名は別々の会社に属している。
所属本社構成は 3 社にそれぞれ 7 名、5 名、1 名ずつが属している。MGR/TOP は 18 名か
らなり、職位は MGR が 12 名、TOP が 6 名である。所属海外子会社の構成は 2 社にそれぞ
れ 3 名と 2 名、残りの 13 名は別々の会社に属している。所属本社構成は 8 名が同じ本社で




である（1）。所属本社構成は 3 社に 2 名ずつ所属し、残り 4 名は別々の会社に属している。
　3 クラスターのうち MGR/TOP については MGR と TOP 比率が他の 2 クラスターと比べ
差が大きくないことから、MGR と TOP の特徴を比較する上では MGR/TOP は適当ではな





　TOP と MGR の回答の平均値の有意性を確認するため t 検定を行った結果を表 2 に示す。
分析には Excel を用いた。製品以外については有意性が確認された。TOP と MGR では製
品以外の質問項目に対する認識の違いあると考えられる。経営方針、管理手法、組織文化全
















TOP 1.70 6.20 5.30 3.10 3.00 5.40 3.10 5.60
MGR 4.97 3.00 5.13 2.65 4.16 3.97 4.32 3.52
有意水準 *** *** * ** * ***
（注）　*p ＜ 0.05　**p ＜ 0.01　***p ＜ 0.001
出所：筆者作成
　次に、TOP と MGR の質問に対する認識の違いを構成する要因について主成分分析を行っ
た（2）。分析には統計ソフト「R」の「STATS」パッケージを用いた。第 1 主成分得点と第 2
主成分得点の散布図を描いたものが図 4 である。散布図から TOP は第 1 主成分が正の範囲、
第 2 主成分は正負どちらの範囲にも分布する。また MGR は第 1 主成分が負の範囲、第 2 主




　表 4 は主成分得点の標準偏差と寄与率を示している。第 1 主成分と第 2 主成分の累積寄
与率は 57％と大きくはないが、第 1 主成分の寄与率が 40％を占めており、ここからも第 1
───────────
（2） データは標準化している。
（3） 図中の Comp は主成分（Principal Component）の略。
多国籍企業の同形化と社会化過剰性
─ 149 ─




1 2 3 4 5 6 7 8 9
主成分得点の標準偏差 3.26 2.10 2.03 1.64 1.40 1.12 0.76 0.66 0.46
寄与率 0.40 0.17 0.16 0.10 0.07 0.05 0.02 0.02 0.01
累積寄与率 0.40 0.57 0.73 0.83 0.91 0.95 0.98 0.99 1.00
出所：筆者作成
　最後に、確認的因子分析法を用いてどのような因子が TOP と MGR の認識の違いに影響
しているのか検討する。分析には統計ソフト「R」を用いた（最尤法、バリマックス回転、
回帰方法）（4）。主成分分析の結果から因子数は 2 とした。
　表 5 は因子負荷量と寄与率を示す。因子 1 は経営方針 1、経営方針 1、組織文化 1 の値か
ら本社の影響を示す因子と理解できる。但し、因子の大小で説明できる成分の大きさを示す
共通性が経営方針 1 と管理手法 1 はともに 0.5 を超える値になっているが、組織文化 1 につ
いては因子の大小で説明できない成分の大きさを示す独自性の値の方が大きい。
表 5　因子負荷量と寄与率
因子 1 因子 2 独自性 共通性
経営方針 1 0.377 ︲0.743 0.305 0.695
経営方針 2 ︲0.157 0.985 0.005 0.995
製品 1 0 ︲0.240 0.940 0.060
製品 2 ︲0.217 0.224 0.903 0.097
管理手法 1 0.952 0 0.091 0.909
管理手法 2 ︲0.886 0.205 0.173 0.827
組織文化 1 0.615 ︲0.103 0.611 0.389










因子 1 と違い、経営方針 2、管理手法 2、組織文化 2 の数値から海外子会社の影響を示す因
子と理解できる。共通性と独自性については因子 1 と同様の結果となっている。また、累積
寄与率が 0.497 であることから因子 1、2 で成分の約 50％が因子 1、2 によって説明される。
　次に TOP 及び MGR の因子得点の散布図である図 5 からも明らかなように、TOP は因子
得点が第 1 象限と第 2 象限に分布し、MGR は第 3 象限と第 4 象限に分布していることから、






影響力の大きさについて、TOP と MGR には認識の差があるということである。TOP と
MGR の海外子会社別内訳からみると、同じ海外子会社に属しながら認識の異なる従業員は
会社数で 2 社、従業員数で TOP が 2 名、MGR が 4 名である。本社別では会社数が 3 社、
従業員数で TOP が 5 名、MGR が全員の 13 名となった。同じ海外子会社や本社に属してい
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子会社 本社 所在国 回答者数
回答者地位 回答者国籍
TOP MGR 日本 他
１ A 中国 4 1 3 4
２ A 中国 1 1 1
３ A 中国 1 1 1
４ A 中国 5 1 4 4 1
5 A 台湾 1 1 1
6 A 中国 1 1 1
7 A インドネシア 1 1 1
8 A タイ 1 1 1
9 B ベトナム 3 1 2 2 1
10 B 米国 4 1 3 4
11 B フィリピン 1 1 1
12 B 中国 1 1 1
13 B 中国 1 1 1
14 B マレーシア 1 1 1
15 C マレーシア 3 2 1 3
16 C 中国 1 1 1
17 D 中国 1 1 1
18 E 中国 1 1 1
19 F 中国 1 1 1
20 G マレーシア 1 1 1
21 H 中国 2 1 1 2
22 I 中国 1 1 1
23 J 米国 1 1 1
24 K 中国 1 1 1
25 L 中国 1 1 1
26 M マレーシア 1 1 1















36 28 11 35 34 31 37 32 41 8 26




6 21 1 38 22 40 18 27 15 16 20
TOP MGR TOP MGR MGR MGR MGR MGR TOP TOP MGR
4 10 19 39 30 23 29
TOP TOP MGR MGR MGR MGR MGR
TOP
12 14 2 33 5 9 3 13 17 25
TOP TOP TOP MGR TOP TOP TOP TOP TOP MGR
